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福島県地域で育む保育環境創造事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 県は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定する保

育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園、同法第２条第７項に

規定する幼保連携型認定こども園、子ども･子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

第７条第５項に規定する地域型保育を行う施設（家庭的保育、居宅訪問型保育及び事

業所内保育を除く。）、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に定める幼稚園(以下

「保育所等」という。ただし、地方公共団体が運営するものを除く。)の幼児教育・保

育環境の改善を図ることで、質の高い保育を提供するため、環境改善に取り組む保育

所等(以下「事業実施主体」という。)に対し、福島県補助金等の交付等に関する規則(昭

和４５年福島県規則第１０７号。以下「規則」という。)及びこの要綱の定めるところ

により、予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

 （補助の対象及び補助額） 

第２条 この補助金は、事業実施主体において、専門家による助言及び提案に基づき、

本県の特色ある資源（県産の材料等）を活用し、地域がかかわりながら遊びの環境を

創る場合、その費用の一部を補助する。 

 

 （交付額の算定方法） 

第３条 この補助金の交付額は、次により算出された額とする。 

  ただし、算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨

てるものとする。 

（１）別表の第３欄に定める基準額と第１欄に定める対象経費の実支出額から寄付金そ

の他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

（２）（１）により選定された額に第２欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額とす

る。 

 

 （申請書の様式等） 

第４条 規則第４条第１項の申請書は、第１号様式によるものとし、その提出期限は、

知事が別に定める日とする。 

 

 （消費税及び地方消費税仕入控除税額の減額申請等） 



2 

 

第５条 事業実施主体は、規則第４条の規定に基づき補助金の申請を行うに当たり、当

該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額(補助対象経費に含まれる消費税

及び地方消費税相当額のうち、消費税法及び地方税法の規定により仕入に係る消費税

及び地方消費税として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下

同じ。)を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税

及び地方消費税仕入控除税額が明らかでないものについてはこの限りではない。 

２ 事業実施主体は、規則第13条の規定に基づき実績報告を行うに当たり、補助金に係る

消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税

仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

 

（補助金交付の条件） 

第６条 規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更は、次のとおりとす

る。 

（１）事業の内容又は補助金の額に影響を及ぼさないと認められる場合において行う補

助対象経費の２０％以内の減額変更。 

（２）事業の内容又は補助金の額の影響に及ぼさないと認められる場合において行う経

費の２０％以内の配分の変更。 

 

 （変更の承認の申請） 

第７条 規則第６条第１項の規定に基づき知事の承認を受けようとする場合は、第２号

様式を知事に提出しなければならない。 

 

 （申請を取り下げることができる期日） 

第８条 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付の決定の通知を受理した

日から起算して１０日を経過した日とする。 

 

 （概算払） 

第９条 知事は、必要があると認めるときは、この要綱に定める補助金について概算払

の方法により補助金の交付をすることができる。 

２ 前項の規定に基づき補助金の概算払を受けようとするときは、第３号様式を知事に

提出しなければならない。 

 

 （完了報告） 

第１０条 事業実施主体は、当該事業が完了したときは、速やかに第４号様式を知事に
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提出しなければならない。 

 

 （実績報告） 

第１１条 規則第１３条の規定による実績報告は、第５号様式によるものとし、事業完

了の日(事業廃止について知事の承認を受けた場合においては、承認を受けた日)から

起算して３０日を経過した日、又は補助金の交付決定があった日の属する年度の３月

３１日のいずれか早い日までに知事に行わなければならない。 

 

 （補助金の請求） 

第１２条 補助金交付の決定の通知を受けた申請者は、補助事業等が完了したときは、

第６号様式を速やかに知事に提出しなければならない。 

 

 （財産の処分の制限） 

第１３条 規則第１８条第１項第２号及び第３号に規定する別に定める財産は、事業に

より取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取得し、又は

効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械及び器具とする。 

２ 規則第１８条第１項ただし書きに規定する別に定める期間は、補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１４条第１項第

２号の規定により内閣総理大臣が別に定める期間とする。 

 

 （消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４条 事業実施主体は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税及び地方消費税仕入控除額が確定した場合には、速やかに第７号様式を知

事に提出しなければならない。  

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入額控除税額の

全額又は一部の返還を命じることができる。 

 

 （会計帳簿等の整備等） 

第１５条 補助金の交付を受けた事業実施主体は、補助金の収支状況を記載した会計帳

簿その他の書類を整備し、補助事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算

して５年間保存しておかなければならない。 

 

 （書類の提出部数） 

第１６条 事業実施主体が、規則及び要綱の定めるところにより知事に提出する書類は、
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正副各１部とする。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和７年４月２３日から施行し、令和７年度の補助金から適用する。 

 



別表（第３条関係）

補助対象経費 補助率 補助基準額

・工事請負費
・原材料費
・備品購入費

２／３ 　　１施設当たり 　　　　　5,000,000円  

※補助額は、補助対象経費の合計額（収支予算書（第１号様式別紙２）の支出額の合計）か
ら補助事業に充当する収入額の一部（その他の助成金（併用可能なものに限る））を除いた
額に補助率を乗じて得た額とする。
※補助額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。


